
政策ダッシュボードの取組等について

資料９



• デジタル庁の技術協力（内製開発）により、内閣府の「見える化データベース」等を発展させたJapan Dashboardを整備・公開
• 分野横断的なデータの地図表示・グラフ表示が手軽にでき、２指標間の相関関係の分析も可能
• また、統一的なフォーマットのデータをダウンロードして、手元のデータと組み合わせて分析することも可能
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国民経済計算（GDP統計）経済・財政・人口と暮らし
都道府県版

内閣府「国民経済計算」内閣府「経済・財政と暮らしの指標「見える化」データベース」

市区町村版 四半期別速報（QE）版 年次推計版

11月17日公開7月10日公開 12月19日公開 11月17日公開

■ Japan Dashboardについて



■高校への出張授業を実施

 デジタル庁のデータサイエンティストや政府統計の専門家等を高校に派遣する出張授業を実施（2026年1月）
 Japan Dashboardからデータを読み取って考察し、その背景についての仮説を立てるといった実践的な授業を展開
 高校生は、行政が公開しているデータ等を活用してレポートを書く機会が多くなっており、データの扱いやすさに問題意識を持っている
 授業後、Japan Dashboardによってデータ取得等の前処理にかかる手間が大きく軽減されたとの感想が寄せられた

授業の感想 生徒による分析例
生徒
 今までExcelを利用して比較していたが、このダッシュボード
を使うことで気軽に比較ができるようになった。

 これまでは、逐一検索サイトを経由してバラバラのホーム
ページから元データを入手する必要があったが、ジャパン
ダッシュボードは見たいグラフがすぐ出てくるので、もっと
調べたい、という気持ちになった。

担当教師
 これまではデータ収集やグラフ化に時間がかかり、分析まで
手が届かない生徒もいた。Japan Dashboardにより分析に重
点を置いた授業ができる点がよいと感じた。

校長
 普段は単元毎の学習がメインだが、様々な指標を掛け合わせ
ることができるので分野横断的に見る力が養えると感じた。
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散布図を用いて外れ値に注目。

外れ値の影響で相関係数が高くならな
かったことに気づくとともに、外れ値と
なった背景の仮説を立てていた。

地図上に増減率を表示し、地域の傾向
に注目。
増減率だけでなく実数の時系列的な動
きも併せて把握し、比較時点で一時的
な変動が起きていないことを確認。
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 文部科学省国立教育政策研究所の職員が「全国学力・学習状況調査」（毎年４月に約200万人を対象に実施）に関するダッシュボードを作成
 後述のダッシュボードの実践ガイドブックを用いることで、ダッシュボードを作成したことがない職員でも、デジタル庁の技術協力のもと、

約３か月で作成・公開を達成（デジタル庁がデータ加工の方法を一部サポートしたが、デザイン等は職員がほぼ内製）
 外部委託に比べて調達の手続の手間や費用を省くことができ、作成中・公開後もレイアウトなどを随時柔軟に変更可能

■各府省の職員による内製の取組の紹介（文部科学省国立教育政策研究所の例）

質問項目の時系列推移 回答の時系列推移

例えば本調査（児童生徒質問調査）の質問項目（約70項目）は年度によって異なる上、調査結果が年度ごとに別ファイルで公開されていたため、質問項目を探したり経年変化を
見たりするための事前準備に手間がかかっていた
→文部科学省国立教育政策研究所がデータを整理しダッシュボード形式で公開することにより、約20年分の質問項目や回答の経年変化に容易にアクセスできるようになった



■ダッシュボードの実践ガイドブックについて

チャート・コンポーネントライブラリ

 ダッシュボードの必要性の検討からレイアウト作成、実装まで
の手順やノウハウを解説

 体系的に学びづらいデザイン面の考え方も丁寧に紹介

実践ガイドブック

 ダッシュボードの実践ガイドブックのベータ版を作成し、デジタル庁HPで公開中
 本ガイドブック及びチャート・コンポーネントライブラリを利用することで、ダッシュボード作成の作業負担が大きく軽減されるとともに、

経験のない職員でも作成が可能に
 本ガイドブックは毎月多くのご利用をいただいており、自治体や民間企業を含め、広く一般にも利用されている
 ３月下旬目途に、使用可能なグラフの拡充や地図を用いて視覚的に表現する機能を追加したアップデート版を公開予定
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 テンプレートを活用することでデザインを一から考える手間を減らし、
データを差し替えるだけで手軽にシンプルで認識しやすいグラフや
データの配置が可能



・現在の行政データには作り方のルールがなく、直ちに利活用できない状態のものが多い（AI・データ利活用の障害に）。
（例えば）ジャパンダッシュボードは、各府省庁が保有しているデータを、内閣府担当者が以下のような作業を行ってデータ整形。

     都道府県版では691指標、市区町村版では312指標について同様の作業（2020年から一部作業をRPAで自動化）
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■ AI・データ利活用を支えるデータ整備（行政データの機械可読性の確保）



・データ整形にかかるコストを減らし、AI・データ利活用を推進するため、行政データの機械可読性を担保するルールを整備
（データ利活用制度の在り方に関する基本方針（令和７年６月13日閣議決定）、人工知能基本計画（令和７年12月23日閣議決定）等）

・国の行政機関が今後作成するテーブルデータ（オープンデータ）を対象
・各府省の取組を促すに際し、３段階の水準を設定して順次取組

今後の予定
２～３月  各府省庁DX推進連絡会議・デジタル社会推進会議幹事会
４月～  各府省において運用開始 7

■行政データにおける機械判読性に関するルール（ポイント）
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 本ガイドブックを作成したデジタル庁のファクト＆データユニットは行革事務局の「伴走型支援ネットワーク」に参加
 デジタル庁の技術的な支援が必要な場合には、行革事務局の担当までお問合せいただきたい

■デジタル庁によるダッシュボード作成の支援
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